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 本年４月に、中国から我が国に持ち込まれた豚肉製品から、ＡＳＦ（アフリカ

豚コレラ）ウイルスが分離され、実際に感染力を持つウイルスが我が国の水際ま

で到達していることが明らかになったところである。 

 このことを踏まえ、携帯品等であっても輸入禁止畜産物を我が国に持ち込ん

ではならない旨を周知徹底し、訪日外国人等による輸入禁止畜産物の持込みを

未然に防止（持ち出させない）するとともに、違法な持込みへの対応の厳格化に

よる水際での摘発強化（持ち込ませない）や農場へのウイルス侵入防止（農場に

入れさせない）に万全を期するため、本年４月に関係省庁による申合せを策定し、

関係省庁が一体となって本病の侵入防止に取り組んでいるところであり、また、

万が一の発生に備えた体制整備を進めているところである。 

 その後、ＡＳＦの発生がアジア地域で急速に拡大し、我が国への本病の侵入リ

スクが最大限に高まっている状況を踏まえ、本申合せについて改訂を行い、関係

省庁において更なる対策の強化に取り組むこととする。 

 

１．広報活動の強化 

（１）入国者の携帯品（機内食や船内食を含む。）の中に輸入できない畜産物が

確認された場合、罰則の対象となることについて、旅行会社、航空会社、海

運事業者団体等を通じて、訪日外国人、日本人旅行者、船員等に周知徹底す

る（農林水産省、国土交通省）。 

（２）我が国の空海港だけではなく、ＡＳＦ発生国等の空港における広報ポスタ

ーの掲示、各航空会社における機内アナウンスの実施、クルーズ船やフェリ

ーの船内における広報により、入国者に対し、肉製品などの畜産物の持込み

禁止等の動物検疫に関する案内を行う。（農林水産省、国土交通省）。 

（３）在外公館や日本政府観光局を通じ、肉製品などの畜産物の持込み禁止等に

ついて、ウェブサイトやＳＮＳを用いて、現地語での動画配信を含めて情報

を発信するとともに、査証領事窓口等でのポスター掲示、査証交付時のリー

フレット配布等を実施する（農林水産省、国土交通省、外務省）。 



 

（４）農場で雇用される労働者を含む在留外国人等に対して、入国時の携帯品や

郵便物としての肉製品などの畜産物の持込みを行わないことについて、関

係機関を通じて広く周知を行う（農林水産省、出入国在留管理庁、厚生労働

省、文部科学省）。 

 

２．水際での摘発強化 

（１）検疫探知犬を大幅に増頭するとともに、ＡＳＦの発生国からの直行便等リ

スクの高い便について、検疫探知犬による探知や家畜防疫官による質問を

重点的に実施するため、税関、航空会社、空港会社等との連携を強化する。

また、税関申告書の表面において、肉製品の持込みの有無についても質問し

ていることがわかりやすくなるよう変更した税関申告書の新様式の使用を

開始する。さらに、入国者に対する農場への立寄り有無等に関する家畜防疫

官による質問を効果的に実施する（農林水産省、財務省、国土交通省）。 

（２）畜産物を違法に持ち込んだ者に警告書を発出し、違反事例をデータベース

化するとともに、関係省庁で情報共有し、連携した携帯品検査を実施する。

また、悪意を持って繰り返す等悪質性が認められる場合には、警察に通報又

は告発する等違反事案への対応を厳格化する（農林水産省、財務省、出入国

在留管理庁、警察庁）。 

（３）空海港における靴底消毒及び車両消毒を引き続き徹底するとともに、検疫

専用廃棄ボックスの設置を進める（農林水産省、国土交通省）。 

（４）国際郵便物及び国際宅配便の検査をリスクに応じて強化する（農林水産省、

総務省）。 

（５）家畜防疫官の権限強化や罰則強化について、家畜伝染病予防法の改正を検

討する（農林水産省）。 

 

３．農場へのウイルス侵入防止策の強化 

（１）ＣＳＦ（豚コレラ）やＡＳＦの発生を予防するためには、農場における

飼養衛生管理基準の遵守が最も重要であることから、国が主導して飼養衛

生管理基準の遵守状況の再確認と改善指導を進めるとともに、「飼養衛生管

理基準の遵守に係る手引き」を踏まえた、都道府県による飼養衛生管理基準

の遵守状況の確認及び改善指導の実効性を高める。また、農場における防護

柵の設置に対する支援と併せ、野生動物侵入防止対策の義務化や食品残渣

利用飼料の処理基準の厳格化を内容とする飼養衛生管理基準の見直しに取

り組む（農林水産省）。 



 

（２）ＡＳＦウイルス等の野生動物への感染を防止するため、公園、キャンプ

場等における肉製品などを含む畜産物の放置禁止等について、都道府県や

関係団体への協力を依頼する（国土交通省、環境省）。 

（３）野生イノシシにおける捕獲を強化するとともに、ＡＳＦウイルス等の侵

入状況を把握するためのサーベイランスを実施する。また、各都道府県にお

けるＡＳＦの検査体制を強化する（農林水産省、環境省）。 

（４）都道府県等が、空港会社や港湾管理者等の協力を得ながら実施する、国

内線利用者の靴底消毒を推進する。また、ゴルフ場におけるゴルフシューズ

の土除去や消毒等の取組を推進する（農林水産省、国土交通省、経済産業省）。 

（５）野外におけるゴミの管理、死亡イノシシ発見時の通報等について、海外

からの観光客を含めて広く一般に周知するため、多言語によるポスターを

作成し、配布する（農林水産省、環境省）。 

 

４．フォローアップ 

  対策の実施状況について、必要に応じてフォローアップを行う。 


